（様式第４号）
工事請負代金債権譲渡に係る承諾事務チェックリスト

	工事名
	
	請負者


申請書類の受領（受領日：　月　日）　　　　　　　　　　　（チェック）

	１．債権譲渡の対象工事
	

	
	(1)請負代金額が100万円以上である。
	

	
	(2)低入札価格調査の対象となった工事ではない。
	

	
	(3)役務的保証を要する工事ではない。
	

	
	(4)元請負人の施工能力に疑義が生じている等、債権譲渡の承諾を不適当と認めた工事ではない。
	

	２．申請書類
	

	
	(1)債権譲渡承諾依頼書（様式第１号）
	

	
	
	①承諾依頼書／承諾書が所定の様式であるか。
	

	
	
	②承諾依頼書の日付の確認
	

	
	
	③譲受人が、愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスであるか。
	

	
	
	④元請負人及び愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスの所在地、商号又は名称、代表者職氏名が、工事請負契約書及び印鑑証明書と一致するか。
	

	
	
	⑤請負者、請負代金額、前払金額、中間前払金額、部分払金額、債権譲渡額、融資予定金額を確認。（契約書、工事台帳等と照合）
	

	
	
	⑥請負者及び愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスの印影を印鑑証明書（発行から３ヶ月以内のもの）で確認。
	

	
	
	⑦（ＪＶの場合）ＪＶの名称、ＪＶの代表者及び構成員の住所、氏名の記載があるか。
	

	
	(2)債権譲渡契約証書
	

	
	
	①譲渡人（元請負人）、譲受人（愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービス）が様式第１号と一致するか。
	

	
	
	②第１条第１項(1)～(7)が様式第１号と一致するか。
	

	
	
	③（下請セーフティネット債務保証事業の場合）下請保護方策が講じられているか。（第８条第２号ア又はイの特約若しくは附則第２項の特約）
	


	
	
	④請負者及び愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスの印影を印鑑証明書（発行から３ヶ月以内のもの）で確認。
	

	
	
	⑤（ＪＶの場合）ＪＶの名称、ＪＶの代表者及び構成員の住所、氏名の記載があるか。
	

	
	(3)工事履行報告書（様式第２号）
	

	
	
	①出来高が２分の１に達しているか。
	

	
	
	②元請負人が作成し、愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスにより出来高確認がされている。
	

	
	(4)元請負人及び愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスの印鑑証明書
	

	
	
	○３ヶ月以内に発行されたものであるか。
	

	
	(5)保証人の承諾書（保証委託契約約款において必要とされる場合）
	


↓
債権譲渡承諾のための決裁手続

↓

債権譲渡整理簿（様式第５号）により承諾状況の整理

↓

	３．債権譲渡承諾書の発行
	

	
	(1)承諾書を３通作成し、請負者及び愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスに各１通を交付。１通は保管。
	

	４．融資実行の報告（融資が実行された場合）
	

	
	(1)融資実行報告書（様式第６号）
	

	
	
	①譲渡人（元請負人）、譲受人（愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービス）が様式第１号と一致するか。
	

	
	
	②譲渡債権の表示が様式第１号と一致するか。
	

	
	(2) （下請セーフティネット債務保証事業の場合）下請負人等に対する支払計画書
	

	
	
	○（下請負人について）工事請負契約約款第７条に基づく通知の内容と、計画書の内容は一致するか。
	

	
	(3)振込先を愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サービスの指定口座に変更
	


↓
請求書の受領（受領日：　月　日）
	５．工事請負代金の請求書類
	

	
	(1)工事請負代金請求書（様式第７号）
	

	
	
	①請求書の受理日を確認
	

	
	
	②請求金額が〔様式第１号の債権譲渡額＋変更契約分〕となっており、請求金額の内訳が事実と一致するか。
	

	
	(2)債権譲渡承諾書（様式第１号）の写し
	

	
	
	○発注者の押印があるか。
	


※なお、当該チェックの他に、通常の会計事務手続上定められているものについても適宜行うこと。
